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第３章 世銀と社会開発：Social Capitalの取り込み 

 ガーナとベトナムのケース 

１．はじめに 

世界銀行が取りまとめた世界開発報告（WDR）2000/2001 年版は、「貧困と開発」をテー

マに２０００年９月に発刊された。貧困をテーマにして、WDR が発行されたのは、１９９

０年以来、十年ぶりのことである。９０年代後半以降、ウォルフェンソン総裁の下、世界

銀行は経済インフラ中心の開発融資路線を全面的に軌道修正し、社会的な側面や環境問題

へと、活動領域を拡大してきている。その流れの中で、作成された今回の WDR では、貧困

問題の捉え方が大きく異なっている。 

また、２０００年は、国連および国連の専門機関が主催した「社会開発」関係の諸会議

が開催された年でもある。たとえば、教育については、１９９０年にタイのジョムティエ

ンで行われた「万人のための教育会議」のフォローアップがセネガルのダカールにて行わ

れた。ジェンダーに関しての会議も１９９５年に行われた北京会議のフォローアップが

ニューヨークで開催された。さらに、１９９５年にコペンハーゲンで開催された「社会開

発」に関する会議のフォローアップが、ジュネーブにおいて開催されたのである。このよ

うに、国際機関を中心にして、開発援助のあり方、重点項目、方法について、幅広い参加

を得て、個別の問題から、開発概念にいたるまで議論されたのが、２０００年であった。 

これらの会議や報告を通じて、明確になってきたことは、社会開発が開発の中で果たす

役割が拡大することがあっても縮小することはないという認識であり、さらに、そのよう

に重要視されるようになってきた社会開発を実務にどのような形で取り込もうとしている

のかについて検討していくことが重要である。なぜなら、社会開発の重要性を教条的に唱

えることは容易であるが、それを、実際の開発のフロントラインにおいてどのような形で

取り込んでいくのかが示されなければ、実際の貧困削減あるいは貧困撲滅にはつながらな

いからである。これは、MDBｓの中核にある世界銀行についてもあてはまることであろう。

本章では、文献資料や訪問調査によるヒアリングなどをもとにして、途上国開発における

「世界銀行と社会開発」をテーマに、世銀の基本的な社会開発への考え方とフィールド活

動についてまとめてみる。 
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２．世銀の社会開発への取り組み  

２０００年６月に国連特別総会がジュネーブで開催された。これは、コペンハーゲンの

社会開発サミットから５年後のレビューと今後の社会開発分野の国際協力指針を策定する

ことを目的としたものである。世銀は、本国連総会のために「社会開発への新たな道」（New 

Paths to Social Development（World Bank (2000b)）と題するレポートを発表した。国連

総会の内容には立ち入らないが、本レポートをもとに、最近の世銀の「社会開発」への取

り組みについて、検討していく。 

（１）コミュニティ開発：ネットワークの重要性 

社会開発とは、保健衛生、住環境、雇用など生活の諸側面をカバーする幅広いものであ

る。世銀も、１９７０年代後半以降、教育、保健衛生、労働の分野に力を入れてきた。各

国の教育基盤の整備、病院をはじめとするクリニックの建設などの社会インフラ充実が中

心であった。しかし、このような「社会」開発から、明確に異なる視点で「社会開発」に

取り組もうとする姿が前述のレポートには記されている。とくに、社会を各地域にて生活

している住民の社会組織・制度のあり方に着目していることが挙げられる。言い換えれば、

社会開発で言うところの「社会」は、もはや、インフラを分類するために活用されるもの

ではなく、人々が生活をしている場としての「社会」を意味する立場に立ったのだといえ

る。世銀は、コミュニティの特質と役割をどのように捉えていくのかを考えていくプロセ

スこそが社会開発であると記している。 

これまでも、「コミュニティ開発」なる言葉は世銀のプロジェクトの中にもしばしば使わ

れてきた。しかし、そこで目指された「コミュニティ」には、社会全体を総合する、含有

するという意味でのコミュニティであり、それは、むしろ、物理的な境界線としての意味

合いが主であった。これに対して、今回のレポートで取り上げられている「コミュニティ」

とは、コミュニティを個別の特質のあるものとして把握し、その特質が開発過程の中でど

のような役割を果たしていくのかを検討しているものである。そして、「社会の固有性」を

示すものとして Social Capital（社会そのものの資質）が大きく取り上げられている。 

（２）国単位での "Social Capital" の形成 

（イ）Social Capital とは何か？ 

世銀は、このレポートの中で、なぜ Social Capital が必要とされるのかを、とくに、貧
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困撲滅を目標とする開発の側面から説明をしている。そもそも貧困とは、収入稼得機会の

不足という経済的側面、個別の人的資本能力の不足、さまざまな危機に対処するための社

会保障システムの欠落、それに、自らの持つパワーの不足などが貧困の主要因であると述

べている。言い換えれば、貧困とは、従来から指摘されてきた資金面、物理的、人的、自

然資源面での資本不足から引き起こされており、これらの不足状態を解消することが必要

と指摘している。こういった考えは、何ら目新しいことではない。なぜなら、個別の世銀

のプロジェクトで達成目標としてきたことは、雇用創出であったり、人的資本の強化であっ

たり、あるいは、効果的な資源配分を達成するための産業政策の策定であったわけである。

ところが、本報告書では、実は、これら従来から重要だと言われてきた４つの資本が乏し

くても、第５の資本として「Social Capital」が存在すると主張している点が際立ってい

る。言い換えれば、貧困層の多くは、何も持ち得ていない状態かもしれないが、実は、社

会の資質と呼べる「資本」を持っているはずで、それを大切に活用あるいは育てていかな

ければ、開発は思うように進んでいかないとする考え方なのである。 

（ロ）Social Capital はなぜ重要なのか？ 

なぜ社会そのものの資質を資本の一つとして認識することが、貧困削減を目標に置く「開

発」にとって大切なのだろうか。本レポートによれば、貧困者が直面する所得の不安定性

というリスク、自然災害などのリスク、情報入手の乏しさからくる技術的脆弱性などのリ

スクなどに対応するための手段として、Social Capital が大きな役割を果たしうるとして

いる。つまり、リスク対応能力形成のコアとして Social Capital は位置付けられている。

具体例として、１９９０年代以降、世界各地で急速に広がっていったグラミン銀行に代表

される「小口金融」の開発手法が取り上げられている。ここでは、２，３のケースに沿っ

て、もう少し詳細に Social Capital の重要性をまとめてみる。 

A. リスクヘッジ 

レポートでは、リスクをリスクの種類と性質に基づいて分類し、とりまとめている（表

１参照）。表１によれば、リスクには、個人や個別の家計にダメージを与えるミクロレベル

のものから、より広範に地域全体に影響を与えるマクロなものまで幅広い。さらに、リス

クをその性質に基づいて分類すれば、自然、保健衛生、社会、経済、政治、環境に分かれ

る。たとえば、経済であれば、失業をミクロレベルのリスクとして整理し、財政や金融の

危機をマクロなリスクと分類している。また、作物の不作や漁業資源の枯渇などをミクロ

とマクロの中間にあたるメソレベルのリスクと呼んでいる。社会のリスクとしては、戦争
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や社会紛争をマクロの、テロリズムなどをメソの、犯罪や家庭内暴力をミクロのリスクと

して分類している。 

 

 
（出所） New Paths to Social Development: Community and Global Networks in Action World Bank (2000b) 

 

法制度によって公的に設立されたグループではなく、インフォーマルな社会関係に基づ

いて成立している社会グループによって、これらのリスクに対処していこうとする力が

Social Capital の資本力とされている。いいかえれば、インフォーマルな社会グループに

よって、リスクの度合いを分散したり、吸収していこうとする考えである。 

前出したグラミン銀行の例を取り上げてみよう。バングラデシュのほとんどの農村貧困

層は資本市場にアクセスできないという意味での市場の不完全性下に置かれている。そこ

で、グラミン銀行は、貧困層へのグループ貸付という発想を取り入れ、それによって、貸
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主にとっての返済リスクの軽減に努めた。結果として、返済率はきわめて高く、商業銀行

間の持っていた「担保のない借り手の債務返済不履行」の予測を完全に裏切ったわけであ

る。それだけではなく、グラミン銀行の場合を見ると、貧困層の二度目、三度目の貸付へ

と拡大していき、さらに、借り手グループが自身の村の教育改善や保健整備に力を入れる

ようになるなど、副次的活動へとその役割を拡大していった。まさに、「社会そのものの資

質」が開発プロセスにて生かされることで生まれた、リスクヘッジと社会開発の促進であっ

たといえる。 

MDB である世銀が、その報告書の中で、政府や既成の金融組織の限界に触れるだけでは

なく、それに取って変わる役割を担うものとして、インフォーマルな社会グループの活動

を下支えしていこうとすることは開発の潮流を考える上でとても重要である。 

B. 国内紛争と Social Capital の性質 

世銀のレポートでは、社会開発や人間開発を考えるのは、何も平時のみを想定している

のではないことが明確に示されている。開発途上国、とりわけ、最貧開発途上国に分類さ

れている国々の多くは、国内紛争を経験したか、あるいは、紛争の最中にある場合が多い。

世銀は、紛争と開発プロセスの結びつきを検討していくことが実は大変重要であることに

触れ、紛争、社会の統合、不公正と Social Capital についての関係性を説明している（表

２参照）。表２は、紛争処理と社会統合について、Social Capital を水平的なものと垂直

的なものに分けて説明している。水平的な Social Capital とは、個別の民族などに分断あ

るいは孤立する極と様々な民族やグループの間を融合していく状態をもう一方の極に持つ

ものである。垂直の Social Capital とは、国家や市場レベルのマクロとコミュニティや個

人レベルのミクロを２つの極に持つ軸である。この表からは、グループ間の融合を志向す

る水平的な Social Capital と政府や市場を指示する垂直的な Social Capital を持つこと

で紛争の少ない社会を形成できると説明している。反対に、各グループが個別に Social 

Capital を固持し、また、個人やコミュニティを前面に押し出していくような社会状況で

あると、紛争になる可能性が高いことを示している。 

つまり、Social Capital はその性向によって、紛争の種にもなり、また、解決にも役立

つということを説明し、Social Capital は大切ではあるが、すべてをそのままの状態で受

け入れるのではなく、紛争を起こさずに、社会や国家の統合を進めていくような Social 

Capital を支援していくことを明示しているわけである。この点は、世銀の「Social」の

捉え方を端的に表しているといえる。 
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（出所） New Paths to Social Development: Community and Global Networks in Action World Bank (2000b) 

 

B. エンパワメントを進める Social Capital 

垂直的、水平的 Social Capital がもたらすのは、結局、市民社会のエンパワメントであ

り、その市民社会の基盤として、各地域のコミュニティが存在するという見方を提示して
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いる。つまり、市民のエンパワメントこそ、紛争の解決や処理を推進することとなるとい

う考え方である。 

 

以上から、世銀が社会開発に力を注ぐ理由として取り上げている Social Capital には、

①リスクの軽減効果と②紛争処理とエンパワメント効果が挙げられている。そこで、次節

では、社会開発分野で世銀が果たす役割についてまとめてみたい。 

（３）社会開発分野で世銀の果たす役割 

前節でまとめたように、世銀は社会開発をハード面でのインフラ構築の視点から捉える

ことよりも、むしろ、開発プロセスにおける社会的要因の重要性を認識するという意味で

のソフトな開発視点として位置付けるようになってきている。それでは、世銀自身が果た

す役割はどのようなものであるのだろうか。ここでは、世銀のレポートをもとに簡単にま

とめてみる。 

（イ）貧困者の諸資本形成に資する投資の推進 

前述したように、貧困層の抱える問題は、貧困層が経済、自然資源、人的資本といった

諸資本が不足しており、脆弱であることである。結果、貧困層は、所得向上に結びつく機

会への参加可能性が限られてしまう。このような認識に立つ世銀は、貧困層の置かれてい

る状況を改善するための開発プロジェクトやプログラムの形成を重点においている。具体

的に言えば、人的資本形成への積極的投資であり、教育・技術訓練分野への投資の増強が

あげられる。また、人的資本の基盤作りとして、栄養面でのサポートにも力点を置いてい

る。世銀は自身の組織面でも社会開発への取り組みを強化しており、人間開発ネットワー

クの中に、教育局とともに保健局が置かれ、保健分野への投資も拡大してきている。 

（ロ）貧困者のリスク軽減を考えたマクロ政策 

貧困層の脆弱な資本を増強することに加え、貧困者自身を常に脅かしているさまざまな

リスクへの対応策に力を入れることも明確に示している。例えば、１９９７年から９８年

にかけて起きたアジアの金融危機の際、世銀は IMF とともに、緊急融資形成に動いたが、

世銀自身は「社会保護」網構築に力を注いだ。韓国、タイ、インドネシアの労働法の洗い

出しや社会保障制度の現状を点検し、その中で改善が必要な点につき、各国政府と協議を

行った。これらが融資条件、とりわけ、融資実行期の設定と絡み、交渉過程で大変重要な

役割を果たした。言い換えると、世銀は、従来型の構造調整融資で見られたような経済成
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長のための効率的な資源配分の徹底を政府に強く求めるものから変化し、より社会的側面

を重視する政策の形成へのコミットメントと融資を連動する方向へと動いていることを示

唆しているのかもしれない。いずれにせよ、マクロレベルの政策の重点が生産性向上のた

めの経済投資のみならず、そこで生活する人への安全網にも広がってきているのが特徴で

あり、これが、世銀流の貧困層へのリスク軽減策の一つとして整理することができる。 

（ハ）社会発展戦略としての Social Capital 支援プロジェクト 

世銀は、何も持たない貧困層であるが、彼らには Social Capital があるとする立場を取

り、貧困削減につながり、ひいては、社会・経済の発展を導いていく可能性の高い種類の

Social Capital 形成支援を明示している。例えば、前述したような、マイクロクレジット

プログラムの推進である。マイクロクレジットの特質である、貧困者が共同で融資を受け、

返済するというスキームによって、個人では大きすぎる返済リスクの共有化を進めること

で、個人では実現できなかった金融資本が獲得できた。さらに、融資の返済を行うことで

更なる社会的関係の強化を図るとともに、自前のネットワークの形成を実現した。世銀は、

このような社会的資源を有効に機能させていくような開発プログラムの創造に重点を置き

つつある。 

具体的な活動例としては、①Local-Level Institutions Study や②The Social Capital 

Initiatives をあげている。（World Bank (1999a)） 

貧困者に手を差し伸べるということは、貧困層の居住地域や国に対して、単にハード主

体のプロジェクトを実施していくことを意味するのではなく、むしろ、貧困層の「コミュ

ニティ」の存在とそのコミュニティが貧困層の生活改善に対して果たす役割に目を向ける

ことが重要であるという認識が明らかにされている。そして、貧困者自身が有するイン

フォーマルなネットワーク、社会規範、生活面での価値観などを把握していくことが、実

は、人的資本形成や保健体制の確立を助ける可能性があるという考え方を示している。 

このような貧困者支援の Social Capital 作りをサポートし、その結果として、貧困者の

コミュニティの強化を目指すのが現時点での世銀の取る社会開発戦略であり、その論理に

立って、貧困者支援の成長戦略（Pro-poor growth）を主唱している。 

（ニ）グローバル公共財と公共政策の実施 

世銀は、表１で見てきたように、開発のリスクをミクロ、メソ、マクロに分類して整理

している。マクロレベルには、国境線を越えた地域を包含しており、グローバリズムの視

点が盛り込まれている。したがって、世銀の取り組みの一つには、グローバルな公共財が



-43- 

必要とされ、そのための公共政策の実行が検討されている。具体的には、ソフトローンに

よる HIV/AIDS, マラリア、結核などの感染症対策であり、レポートでは、具体的な AIDS

ワクチン開発誘引の制度化についても触れている（World Bank (2000b)）。 

さらに、世銀は、グローバル公共政策のためのネットワーク作りを提唱している。既存

の組織と資源をフル活用し、異なる組織間のよりよい協力体制を構築するようなネット

ワーク作りに努力することを明確にしている。世銀がリードするグローバル公共政策ネッ

トワークの例として、次のものがあげられている。 

■ GDN: Global Development Network 

開発分野の研究者と実務家、市民社会間の開発経験や知識を共有化するた

めのネットワークであり、ドイツと日本で開催された。 

■ GAVI: Global Alliance for Vaccines and Immunization 

保健衛生面でのネットワークであり、おもに、感染症対策を主眼とする。 

■ Paris 21: Partnership in Statistics for Development 

貧困削減には正確なデータ収集が欠かせない。世銀、国連開発計画、OECD

が協力して構築している、統計データベース作成のネットワークである。 

■ Global Water Partnership 

水資源の保護を主題として形成されたネットワークである。環境面でのリ

スク対策から生まれた。 

また、これら以外にも、開発協力活動におけるパートナーシップ作り、開発に関する知

識の共有化、市民による開発プロジェクトやプログラムのモニタリングの強化、市民の意

思決定への参画推進などを通じて、グローバルレベルのSocial Capital形成を謳っている。 

（４）社会統合の視点 

世銀の社会開発への取り組みとして、２００１年の２月２２日に国連大学で開催された

持続的開発に関するシンポジウムの席で、世銀の社会開発局長である Steen Jorgenson が

世銀の考える持続的開発と社会開発の役割について話をした。その中で、Jorgenson は社

会統合の重要性に触れ、また、最貧国で頻発している社会紛争の問題には、社会グループ

間の不公正や不平等が根強く存在しており、そのための対策を取っていくことが大切であ

ると主張していた。これは、前述した望ましい Social Capital と望ましくない Social 

Capital の分類にも通じる話であり、印象的であった。Jorgenson は、実は、世銀の中で、



-44- 

初めて、Social Fund を構築した経験を持つエコノミストであり、政府一辺倒では開発は

進展しないことを熟知している一人である。世銀の社会開発の方向性は、より一層 NGO を

中心とした市民社会との連携を念頭におくものとなるのではないかと感じさせられた。 

３．世銀の社会開発への取り組み：ガーナのケース 

ここまでは、世銀の社会開発への取り組みと方向性について、最近の世銀の報告書とレ

ポートをもとにして論じてきた。そこで、ここでは、具体的なケースを取り上げることで、

世銀がどのような形で社会開発に取り組んできているのかを見ていきたい。本節では、ガー

ナを取り上げ、次節では、ベトナムについて触れることにする。 

（１）社会開発 

ガーナの社会開発の動向を考えるにあたり、次の二つのレポートを参考にすることがで

きる。一つは Consultations with the Poor Study (CEDEP(1999))であり、これは、世銀

の Voices of the Poor(World Bank (1999b))の一環としてガーナで行われたものである。

もう一つは、２０００年６月に出されたガーナ国 CAS（World Bank (2000a)）である。 

（イ）「貧困者の声」の把握 

Consultations with the Poor Study はガーナの貧困層から貧困現状に関してのデータ

収集を行い、集められたデータを分析することによってガーナにおける社会開発分野にお

ける開発活動の必要性を住民の視点から整理したものである。この報告書は、ガーナの世

銀スタッフが行ったものではなく、ガーナのローカル研究調査組織である CEDEP（Centre 

for the development of people）に調査委託され、作業が行われた。フィールド調査は、

ガーナ全国から９つの地域（うち、海岸部２地域、中央ベルト地域２地域、移行部地域２

地域、サバンナ北部地域３地域）にて１９９９年３月から６月に実施された。このレポー

ト作成にあたり、世銀本部は Voices of the Poor 研究の編集者（Deepa Narayan）が参加

型手法に基づく「住民の声」の調査方法についてまとめ、すべての国別スタディはこのガ

イドラインに従って実施された。ガーナに関する本報告書では、参加型簡易農村評価手法

やフォーカスグループ手法によって、ガーナ住民自身が捉えている生活に関する声がまと

められた。 

では、調査によってどのような声が把握されたのだろうか。表３と表４は、TabeEre 地域

と Doryumu 地域の調査をまとめたものである。TabeEre 地域の場合、貧困の原因と影響につ
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いて、住民を男性と女性のグループに分けて声を収集、整理している。表３‐a と b は、 

 

表３ 

 

 

 

 
（出所） Consultations with the Poor Study (CEDEP(1999)) 
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（出所） Consultations with the Poor Study (CEDEP(1999)) 

 

TabeEre 地域の男性と女性の考えている貧困要因と影響であるが、まず両者を比較して言

えるのは、男性と女性の貧困への捉え方が異なっている点である。男性は、降水、土壌や

牧牛など労働に関係する項目が貧困要因の主たるものを占め、影響面でも、疾病、飢餓や

絶望といったものを挙げた。他方、女性の貧困要因は、限定された雇用機会や降水という

男性と共通の要因を挙げるにとどまらず、高齢、アルコール問題、浮浪、大人数家族やフ

ラストレーション、疾病等にも触れている。貧困の影響面では、飢餓、老け、考えすぎ、

盗みや物乞いと答え、さらに、飢餓や老いなどが栄養不足の問題を起こして死に至るなど

二次的、三次的影響にまで意見を述べていることである。住民を単純に性別で分けて「声」

を集めただけの作業であるが、それだけでも、貧困をめぐる考え方が異なることが浮き彫

りにされ、男性と女性が生活の場で担う役割や責任領域の差異を反映したものであるとも
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考えられる。同様に、Doryumu 地域を対象にした調査の結果をまとめたものが、表４であ

る。ここでは、住民を識字できる男性、識字できる女性、中年女性、高齢者、こどもたち

などのグループに分けて「声」を集めている。失業、資本の不足、子沢山、疾病、怠けな

どが、貧困の要因として出され、貧困による影響は就学困難、栄養不足、家族崩壊、疾病、

死といったものが提示されている。グループによって、貧困要因や影響の捉えかたが異な

ることがここでも見て取れる。 

（２）社会開発における世銀のアプローチとプライオリティ 

ガーナの CAS は、ガーナが CDF（Comprehensive Development Framework:包括的開発フ

レームワーク）のパイロット国に指定されていることから、従来からの内容に加えガーナ

政府とドナー間の協調体制についても整理されている。CAS の内容を詳細には触れないが、

ここでは、前項でまとめた Consultations with the Poor Study と CAS をもとに、世銀が

ガーナの社会的側面の何にこだわっていこうとしているのかについて、次の２点を取り上

げておく。 

① Consultations with the Poor Study で集めた貧困層の声は、さまざまな地域やそこ

で生活する人々のグループによって出されたミクロレベルの声（ニーズ）である。

これに対して、CAS は、マクロな視点で世銀の対ガーナ援助戦略をまとめたものであ

る。CAS の中で、世銀は、民間セクターの育成と成長、貧困層を支援する成長、金融

セクターの支援、教育、環境、保健衛生整備といった多様な分野について積極的に

援助を行うことが示されている。ガーナが CDF パイロットに選ばれていることから、

CAS には、CDF の枠組みが示され、世銀、国連諸機関、二国間のドナーの役割と分野

の整理付けが行われている。しかし、具体的に、ミクロレベルの声がどのようにし

てプログラムやプロジェクト作りの中で生かされていくのかはまだ示されてはいな

い。ただし、市民社会との対話や参加の必要性が随所にみられ、過去の CAS におい

ては市民との対話が薄かったことを指摘している。 

② ガーナの国家開発計画は vision 2020 と呼ばれる長期計画や中期計画などがある。こ

れらの国家プランと世銀の CAS は緊密な関係にあるようである。しかし、

Consultations with the Poor Study によって集められたミクロな声を CAS のみなら

ず、国家開発計画とどのように整合性を取るのかは曖昧である。民の声（ニーズ）を

どのような形で、国家開発計画に生かしていくのかはまだ明確には示されていない。 
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４．ベトナムのケース 

１９９０年代後半に実行されてきた地域事務所の強化と権限委譲を通じ、フィールドオ

フィスの役割が重要になってきている。世銀の社会開発への取り組みがフィールドにおい

てどの程度影響を与えてきているのかについて、ハノイの世銀ベトナム事務所と世銀が支

援するプロジェクトサイトへの訪問を通じて得られた情報からまとめてみる。 

（１）世銀とベトナム 

世銀は１９９３年の初等教育開発借款を皮切りに、ベトナムの経済開放政策と貧困削減

政策を積極的に支援してきている。１９９８年には、ベトナムはガーナとともに CDF のパ

イロット国に指定され、開発パートナーとの相互協力により、ベトナムのオーナーシップ

の下で開発を進めている。開発支援のパートナーシップの詳細には触れず、むしろ、ここ

では、CAS（１９９８年）やCAS のプログレスレポート（２０００年）、ベトナム政府のビ

ジョン２０１０（２０００年）といった資料から理解できる世銀のベトナムの開発支援に

ついて、実際にベトナム事務所にてヒアリングを行うことで得られた情報をもとに、検証

し、考察する。 

（２）ベトナム開発支援の重点項目 

世銀のベトナム開発支援の重点項目は、次の７点である。 

² ベトナム経済の競争力強化 

² 金融システムの強化 

² 国営企業の改革 

² インフラ整備と生産性向上 

² 農村開発と環境保護 

² 人的資本向上と社会的公平 

² 政府の透明性と参加の推進 

（３）貧困削減の参加型評価 

従来から実施されてきている貧困状況の評価には、定量的な手法が取り入れられてきた。

事実、１９９０年代に、ベトナムは、１９９３年に５８パーセントを占めた貧困層の割合

が、１９９８年には３７パーセントにまで減少させた。（World Bank (2000c)）ベトナムの

貧困削減度合いについて、ベトナム事務所では、他ドナー（DFID）やNGO（Oxfam, Actionaid, 
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and Save the Children）との協力により、参加型貧困削減評価を実施した。 

（４）北部山岳地帯貧困削減プロジェクト 

世銀はベトナムの貧困削減の一環として、ベトナムの最貧困層をターゲットにしたプロ

ジェクトの推進を自身の CAS の中で明確にした。（World Bank (1998)）具体的な開発プロ

ジェクト活動として、コミュニティベースの開発プロジェクトへの支援を行うこととし、

ベトナム国内の１，７００強のコミュニティを対象にした貧困削減プログラムを二つ策定

した。その一つが北部山岳地帯貧困削減プロジェクトである1。 

本節では、この貧困削減プロジェクトについて、世銀ハノイ事務所にて行ったヒアリン

グ、２０００年１２月に実施された査定報告書、ならびに本プロジェクトのパイロット村

落に指定されている一つの村の訪問調査をもとに、社会開発の視点に注目しながらまとめ

てみる。 

（イ）プロジェクトの目的と内容 

世銀の資料によれば、本プロジェクトの目的は、 

① 辺境地域の最貧困村落の開発 

② 参加型のプロジェクト準備と実施 

の二点とされている。 

プロジェクトが支援する重点分野は 

① 農村道路と市場：農村部と都市部のアクセスを高めるための道路の整備、または

農村間の道路整備、さらに、農村地域の市場の構築を目指すものである。 

② 農業：灌漑施設（ダムと用水）、適切な農作物選定のための研究や農業生産指導 

③ 教育と保健衛生：準寄宿舎学校、教員訓練、就学前教育施設、村落保健衛生イン

フラ整備、コミュニティ保健衛生従事者の養成や訓練 

である。 

（ロ）プロジェクトと参加型開発 

本プロジェクトでは、住民の参加が大切であると強調されている。ここで言うところの

「住民の参加」とは、個別の村落ごとに、本プログラムによる開発実施の体制と優先され

るべき開発項目の策定を行い、それをすべての村落民に対して、わけ隔てなく情報が行き

届くことをさしている。具体的に説明すると、まず、パイロット村落レベルで作られてい

る「プロジェクト管理委員会」が、村の開発プロジェクトについて、村落内の全員会議の
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開催によって、村人から提案を求め、その提案をもとにして、村レベルのリストアップを

行う。リストアップされたプロジェクトの内容は、優先順位と必要な金額が決められる。

村の人民委員会の集会所に一枚紙の中にまとめられ、張り出される。これにより、すべて

の村人がプロジェクトの内容について、常に把握できる。また、集会所の張り紙には、プ

ロジェクトの実施体制の組織図やプロジェクトへの参加者の名前が示される。また、プロ

ジェクトが貧困削減に有効であるかどうかを測定するための手法として、PPA が実施され

ることとしている2。 

（５）世銀本部スタッフのフィールド活動 

ベトナム事務所訪問時に、世銀本部で参加型開発をリードしているスタッフ（Deepa 

Narayan）による参加型開発と貧困削減についての公開セミナーに参加することができた。

世銀は、Voices of the Poor（World Bank (1999b)）の結果をベースにしてまとめられた

２０００年の世界開発報告書の中で、開発には「機会」「保障」「エンパワメント」が大切

であることを明確にした。Narayan は Voices of the Poor の編集者であり、彼女のベトナ

ム訪問は、フィールドにおいて実際にどのような活動が貧困削減に効果を上げているのか、

また、住民のエンパワメントにつながっているのかを確認することを目的に、インドネシ

ア、フィリピン、ベトナムを視察中であった。公開セミナーはハノイ事務所にて３月５日

に開催され、二国間、多国間ドナーと国際 NGOｓ関係者約６０人の参加を得て開催された。

Narayan によるエンパワメント、リスク、セキュリティと貧困問題の関係に関してのプレ

ゼンテーションの後、エンパワメント実現のための方策などについて自由な意見交換が行

われた。とりわけ、ベトナムで活動をしている NGOｓ3からは、エンパワメントを進めるに

は、中央からの一方的な考え方の押し付けではなく、地域住民の手で開発が進められるこ

とが大切である点が指摘された。どちらかというと、各団体の活動紹介の性格の強いセミ

ナーとなったが、世銀本部がフィールドレベルでの活動に関する情報収集のみならず、各

フィールドの他ドナーや NGOｓと積極的に関わろうとする姿勢が、直接感じられる機会と

なった。プレゼンテーションには含まれなかったが、同セミナーの場ではベトナムのＰＰ

Ａと政策形成に関するペーパーが配布された。（Turk (2001)） 

なお、このセミナー以外に、世銀スタッフのみを対象にした内部セミナーが開催された。

こちらには参加できず内容の詳細は不明ではあるものの、世銀本部スタッフとの意見交換

の側面に加えて、新しい世銀の開発協力活動の指針を理解していくトレーニングの機能を
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も有しているように見受けられた4。 

５．まとめと課題 

本章では、世銀がどのような形で社会開発を自身の開発協力活動の中に取り込んできて

いるのかに焦点をあてて、論じてきた。 

今回の調査により、世銀は「Social Capital」を開発プロセスの中に位置付けてきてい

ることがわかった。貧困層が持つ「社会そのものの性質」という意味での資本としてであ

る。さらに、世銀は、Social Capital を開発にプラスになるものとマイナスになるものと

に整理している（表２参照）。Social Capital を開発プロセスの中に取り込み、論じるこ

とは意味があると考えられる。なぜなら、ポランニーが指摘するように、「文化と経済」は

密接に関係しあうものであり、経済システムの性質は、経済システムを導入していこうと

する土地の持つ「社会の特性」によって左右されると考えられるからである。この点にお

いて、世銀は、人類学者の視点に近いと考えられるが、「社会の特性」を分類している点、

さらに、その分類を「開発」を進展させるものとそうでないものとに分けている点で大き

く立場が異なっている。世銀の達成目標である「貧困削減」に対して、有効に機能する「社

会の特性」論である。この思考プロセスを進めていくことで、場合によっては、ウェーバー

のような宗教と資本主義的倫理の関係性のような議論になっていくことも考えられる。問

題は、そのような議論が、果たしてどの程度まで開発という動的なプロセスにとって有効

であるかどうかの問題である。さらに、開発を実施していくのは、あくまで、当該国であ

るということからすれば、世銀が Social Capital を分類整理していく作業の結果、一種の

内政干渉につながることを懸念するケースも出てくるのではないだろうか。そして、その

なった場合、構造調整と同様に、社会の持つ資本を変革することを条件としての借款を実

行していくことになるのであろうか。 

また、世銀の業務そのものの中で、具体的に望まれる Social Capital を育成していくこ

とに取り組むのであろうか。果たして、Social Capital 作りを進めるプロジェクト・プロ

グラムの費用対効果を測ることができるのだろうか？Social Capital の計測は可能であろ

うか？社会組織の数やその参加度で計るのであろうか？世銀スタッフに対して、この新し

い概念をどのようにして教育・訓練していくことができるのかなどの点に注意を払うこと

が必要であると考えられる。 

Francis and Jacobs （1999）は、世銀は社会分析への取り組みを強化していることを引
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き合いにして、世銀は「参加」や「参画」へのコミットメントを強調しているが、実際に

は世銀スタッフが自らの業務の中に参加や参画を内化できていない問題があると指摘して

いる。また、彼らは、世銀が組織全体としても「社会開発」へのコミットメントが今ひと

つはっきりとしていないと批判している。例えば、社会開発に関わる作業には、コンサル

タント信託基金や Policy and Human Resources Development Fund (PHRD)を用いて、環境、

ジェンダー、参加などの社会面の補足調査を行っていると指摘している。言い換えれば、

このような基金があってこそ、世銀は社会開発に取り組むことができるに過ぎないと批判

している。 

ガーナのケースから浮かび上がってきている問題は、コンセプト第一で理想主義的世銀

と現実に山積する問題対処に終われる途上国政府のギャップの問題である。ガーナでは、

政府と NGO の関係は決して良好ではなく、素直にパートナーと呼べるものではないという

のが実情に近い。そのような状況にあって、世銀は開発に関係する政府、市民社会、ドナー、

民間のパートナーシップを CAS、Vision２０２０などを通して、強調している。政府の中

長期計画の中で、果たして、パートナーシップが重要であると理解され、取り込まれるの

か、それとも、単に、世銀からの借款を引き出すために言葉の修飾を行うに過ぎないのか、

今後、評価していくことが求められる。とくに、貧困削減と Social Capital の相関関係に

着目し、評価を行っていくことは、新しい概念を提示した世銀自身の開発活動を評価する

上でも、重要な情報を提供してくれるであろう。 

ベトナムにおける世銀の活動に関する調査から、世銀が開発の社会的側面と参加型の開

発アプローチに熱心であることが確認できた。とくに、ベトナムの北部山岳地域貧困削減

プロジェクトは、コミュニティベースの地域住民のニーズに基づく開発アプローチであり、

そこで開発支援活動を行うのは国際 NGO が担うこととされている。現在は、１２のパイロッ

トプロジェクトの準備が進められているわけだが、本格的に本プロジェクトが始まった場

合に、次のような観点から、慎重に評価する必要があるだろう。世銀は、本プロジェクト

の目玉の一つとして、コミュニティ参加型のアプローチであることを強調している。しか

し、本来、ベトナムは社会主義国家であり、州、市、町、村のレベルにまで人民委員会が

設置され、活動をしてきている。このシステムは、人民の意見を吸収すること、人民に対

して情報を共有することに役割を果たしてきた。世銀が、参加型のアプローチを主張し、

プロジェクトの中に取り込んだわけである。しかし、ベトナムの場合、世銀が持ち込む前

から、開発を実行する主体としてのコミュニティが存在し、さらに、村レベルの人民は、
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コミュニティの開発活動に組み込まれてきたわけである。世銀は、コミュニティベースの

開発活動を推進したいとしているようであるが、その方法にどれくらいの柔軟性を持たせ

ているのかが重要になってくるのではないか。コミュニティベースの開発に関する世銀モ

デルを作り、その標準モデルと現実との乖離を精査し、両者の間に明確な差異が認められ

た場合、その差異をどのような政策や規制によって埋め、出来る限り、モデルに近づけよ

うとしていくのか。それとも、今あるコミュニティの持つシステムを尊重し、世銀は、参

加のシステムには一方的な決め付けを行わずに、多様性を認めていくのか。社会主義の国

や地域、コミュニティがよく出来上がっている国や地域、コミュニティのない国や地域な

どによって異なってくる状況をどのように理解していくのかなど、世銀の社会開発や参加

型開発に関する活動を多面的に評価することが求められるのではないだろうか。 

（草郷 孝好） 
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1  もう一つは、海岸部を中心にしたコミュニティベースの農村インフラ整備プロジェクトである。 
2 世銀とDFIDは１９９９年に国際 NGOｓに参加型の貧困状況評価を依頼した。Tra Vinh州はOxfam(GB)(1999)、
ホーチミン市は Save the Children(UK)(1999)、Ha Tinh 州は Action Aid Vietnam(1999)、Lao Cai 州は
Vietnam-Sweden Mountain Rural Development Programme(1999)が評価を行った。これらは、各州ごとにレポー
トにまとめられている。また、本論でも触れている Voices of the Poor スタディの国別レポートにも取り入
れられている。 
3  ベトナムでは、NGOｓは国際 NGO を指す。これに対して、国内では、ローカル独立組織の名でローカルNGO
ｓに該当する組織が存在している。セミナーでは、国際とローカルの両者が参加していた。 
4  この点については、ベトナム事務所長の Steer 氏からも言質を得ている。 


